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   In this study, we collected disaster prevention education materials from all over Japan focusing on "guidance plans," 
and created 2,217 data with variables such as target disaster, subject, school type and grade, and learning contents. The 
data showed that current disaster prevention education programs are developed mainly for elementary and junior high 
schools, and that there is a lack of programs for learning about meteorological disasters and for understanding the 
phenomena and mechanisms of disasters.  In addition, cluster analysis using variable of correspondence to the Courses 
of Study showed that the disaster prevention education plans could be classified into three perspectives and eight 
clusters, providing suggestions for the systematization of disaster prevention education programs in the future. 
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１．本研究の背景 

 
災害大国である我が国では，未曾有の巨大災害を契機

にソフト対策として防災教育の重要性がより一層認識さ

れ，防災教育の方向性が変化してきた．特に，2011年に

発生した東日本大震災を受けて，2012年に設置された

「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する

有識者会議」の最終報告1) では，東日本大震災の教訓を

踏まえた新たな防災教育の方向性として「自ら危険を予

測し回避する能力を高める防災教育の推進」が示された．

この報告を受けて文部科学省は，2013年に「生きる力を

育む防災教育の展開」2) ，2019年に「生きる力をはぐく

む学校での安全教育」3) を改訂し，「生きる力」を防災

教育の場面でも発揮できるよう学校現場に示した． 
また，文部科学省が告示する初等教育および中等教育

における教育課程の基準である「学習指導要領」では，

防災教育を教科に関連付けて教育カリキュラムの中に位

置付けるよう示されている．特に，2017年に改訂され

2020年度から小学校，2021年度から中学校で全面施行さ

れた新学習指導要領4) では，これまでのように防災教育

は単独の教科には位置付けられていないが，各教科の中

で自然災害や防災に関する記述が散見され，教科横断的

な防災教育の実践が学校現場に求められた．2022年度か

らは高等学校でも新学習指導要領が全全面施行されるが，

新たに必修化された「地理総合」の内容には防災が明記

されている．新学習指導要領における防災教育の扱いに

ついて藤岡（2017）は，防災は社会や理科，総合的な学

習の時間，特別活動等で教科横断的に学習することが効

果的だと読み取れるが，具体的に何を取り上げ，どのよ

うに教育活動の中で防災教育として展開するかまでは記

載されていないことが課題であると指摘している5) ． 
一方，過去に発生した自然災害の被災地では，被災経
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験を教訓とした防災教育教材の開発や実践がなされてき

た．例えば，1995年に発生した阪神・淡路大震災の被災

地である兵庫県は「防災教育副読本『明日に生きる』 展
開例」（1997刊行，2012改訂）6) ，2004年の新潟豪雨，

2004年の新潟県中越地震，2007年の中越沖地震の被災地

域である新潟県（2020）は「新潟県防災教育プログラム」
7) ，東日本大震災の被災地域となった宮城県（2013）は

「未来へのきずな」8) ，平成30年7月豪雨の被災地域であ

る広島県は「平成30年7月豪雨災害を踏まえた実践事例・

資料集」（2019年刊行）9) などがある．また，来たるべ

き災害に備えるために，全国の都道府県や市町村で多種

多様な防災教育教材が作成されている10) ． 
しかし，これらの防災教育教材を，対象とする災害や

発達段階，教科や学習内容の観点から数量的にその特徴

を明らかにした先行研究はほとんど見られない．岡田・

矢守（2019）による先行研究では，小学校社会科の教科

書を対象に防災教育に関連する記述量の増加を量的に明

らかにしているが，具体的な学習内容や対象災害，その

他の教科については触れておらず，防災や自然災害につ

いて学習するためには，教員の準備負担を最小限にする

ために，教科横断的な防災教育のカリキュラム作りが教

育現場に必要であると述べるに留まっている11) ． 

２．目的 
 
そこで本研究では，教科書等に沿って防災教育の実践

を進めるために必要な防災教育教材として，全国の学校

や教育委員会等が作成・編集した指導案に注目し，一般

に入手可能なものを対象に収集した．それらの指導案に

ついて，作成された地域，年度，対象とする校種・学年，

教科，災害等を変数としたデータセットを作成し，それ

らの特徴を量的に明らかにした． 
さらに，これら既存の防災教育教材が，学習指導要領

に示された防災や自然災害に関して学習すべき事項とど

のように対応しているか，次の方法で明らかにした．ま

ず，学習指導要領に示された自然災害や防災について学

習すべき事項を，学習指導要領の記述から分類した．次

に，収集した防災教育教材と学習指導要領の内容との対

応を1件ずつ読み取り，データセット上に学習指導要領へ

の対応の変数を作成した．その上で，学習指導要領への

対応の量的な特徴を描き出し，さらにクラスター分析に

よって類型化した．以上の結果から，今後の学習指導要

領に基づいた防災教育教材開発の方向性等について考察

を行った． 
 
 
３．方法 
 

防災教育教材の収集方法

本研究を実施するにあたり，はじめに，全国に散見す

る防災教育教材に関する資料の収集を行った．中でも，

教員が日常の授業の実践に際して作成し使用する「指導

案」を本研究の分析対象とした．指導案には，授業の学

習目標や使用教材，時系列の児童・生徒の学習や教員の

指導等の活動内容，評価方法等が記述されており，実際

の学習内容を具体的に知ることができる．  
指導案は，a) 各教員が作成して個人で保管しているも

の，b) 学校の教材研究会等で取りまとめて紙媒体で学校

や教員が保管しているもの，c) 教育委員会などが研究発

表会等を通じてイントラネット等で共有しているもの，

d) 教育委員会が公表目的にまとめて紙媒体およびインタ

ーネット上で公開しているもの，等が存在すると考えら

れる．このうちa), b) は非公開で網羅的な入手が困難であ

ることから，本研究では，c), d) を対象に収集した．c) に
ついては各都道府県および指定都市教育委員会に対して

文書で照会・送付を依頼した．また，d) についてはイン

ターネットで検索可能なものを収集をした．インターネ

ットでの資料収集は，47都道府県・20指定都市を対象に，

「自治体名，または教育委員会名」，「防災教育，また

は安全教育」，「指導案，事例集，またはプログラム」

の検索子の組合せで検索された資料を収集し，さらに教

育委員会や教育センター等のホームページをサイトツリ

ーやサイト内検索機能を利用して隈なく調べ，ホームペ

ージ内に該当する資料が掲載されていないか確認した． 
 
指導案データセットの作成方法

次に，収集した資料を用いて指導案データセットを作

成した．指導案データセットとは，収集した資料からあ

る学習課題に対する一連の授業の指導案を抽出し，その

特徴を表す項目を一定の基準（表1）に沿って入力したも

のであり，収集した指導案の特徴を量的に分析するため

の基礎データである． 
客観性の高いデータセットを作成するため，初期のデ

ータ入力作業を筆頭著者と作業補助者の2名で行い，2名
の作業結果が一致するまで入力基準を繰り返し修正する

ことで，再現性の高い入力基準を確立した．その結果，

2,217件の指導案データを作成することができた． 

 

表 指導案データセットの概要

主な項目 項目の入力基準（抜粋・要約） 
ID 通番 
自治体 作成団体の自治体 
組織名 作成団体の名称 
校種 指導案に明示された対象校種の記述から，

幼稚園，小学校，中学校，高校，特別支援

学校の該当する項目に「1」を入力する．

（複数該当あり） 
学年 指導案に明示された対象学年の記述から，

1，2，3，4，5，6 の該当する学年に「1」
を入力する．（複数該当あり） 

教科 指導案に明示された対象教科の記述から，

国語，社会，算数，理科，算数，理科，体

育，家庭，生活，道徳，学級活動，学校行

事，総合学習，等のうち該当する教科に

「1」を入力する．（複数該当あり） 
単元名 単元，小単元，本時の題材，等として明記

された文章 
学習目標 学習目標，単元の目標，学習のねらい，本

時のねらい，等の箇所 
学習内容 授業の展開のうち，学習内容，学習活動，

児童生徒の活動，等の箇所 
指導の指針 授業の展開のうち，指導上の指針や留意

点，教員による学習支援，等の箇所 
作成年度 実践年度，または資料の作成年度． 

記載が無いものは不明とする． 
対象災害 単元名，学習目標，学習内容，指導の指針

の記述から，「災害種別と文献の記載例と

の対比表」12) を一部改変した対応表に基づ

き対象災害を読み取り，該当する災害種別

に「1」を入力する．（複数該当あり） 

 

 

４．指導案データから見た防災教育教材の現状

 
第 3 章に示した方法で作成した指導案データセットを

用いて，以下に既存の指導案の特徴を量的に示す．

指導案の地域分布

指導案2,217件のうち，阪神・淡路大震災の被災地であ

る兵庫県で作成されたものが114件（全体の5.1%），東

日本大震災の被災地である宮城県が218件（9.8%），岩

手県が176件（7.9%），福島県が107件（4.8%），2004年
新潟豪雨，2004年中越地震，2007年中越沖地震などを経

験した新潟県が258件（11.6%），土砂災害を2014年（死

者77名），2018年（死者108名）等に経験した広島県が

129件（5.8%），2000年鳥取県西部地震の被災地である

鳥取県が119件（5.4%）であり，これらの近年の主要な

被災県だけで全体の半数以上を占めた． 
 
指導案の作成年度

指導案の作成年度の内訳を図1に示す．2010年度以前が

全体の4.3%，2011年度が2.3%，2012年度が23.3%，2013
年度が11.0%，2014年度が13.7%，2015年度が12.5%，

2016年度が8.0%，2017年度が8.3%，2018年度が5.1%，

2019年度が9.0%，2020年度が0.9%，不明が1.5%であった． 
2012年度が最も多い理由は，2011年の東日本大震災を

受けて防災教育教材の作成が全国的に促進されたためと

考えられる．また，2013年以降に一定数の指導案が作成

されている理由としては，第1章にも示した文部科学省に

よる2013年3月に「『生きる力』を育む防災教育の展開」

改訂や2019年3月に「『生きる力』をはぐくむ学校での安

全教育」改訂等の動きが影響したと考えられる． 
 
指導案の対象とする校種・学年

収集した指導案が対象とする校種は，幼稚園，小学校，

中学校，高等学校，特別支援学校のいずれかであった．

各指導案が対象とする校種・学年に「1」を入力し，変数

を作成した．複数該当する場合はそれぞれの校種・学年

に「1」を入力した．対象校種の内訳は，小学校が全体の

57.3%，中学校が28.1%であった．幼稚園は1.9%，高校は

9.3%，特別支援学校は4.8%であった．小中学校を対象と

した指導案は全体の84.3%となっており，防災教育の指

導案は主に小中学校を対象に作成されている傾向が分か

った． 
小学校を対象とした指導案1,270件のうち，1学年は

24.0%，2学年は24.7%，3学年は27.7%，4学年は31.6%，5
学年は40.6%，6学年は35.4%と，対象学年に大きな偏り

はなかった．小学校以外を対象とした指導案は，学年を

明記したものが少なかった． 
 
指導案の対象とする災害

指導案が対象とする災害の内訳を図2に示す．対象とす

る災害が複数ある場合は，それぞれの災害種別に「1」を

入力した． 
地震を扱ったものが と全体の半数以上を占めた．

次いで多いのが津波の であった．未曽有の災害とな

った東日本大震災が防災教育に与えた影響は大きく，全

国で地震・津波災害に対する防災教育が優先されたと推

察する．一方で，近年は気象災害が激甚化・頻発化して

いるが，本調査では気象災害を扱った指導案の作成はあ

まり進んでいない現状が明らかになった．

「特定の災害なし」は29.4%であった．該当する指導

案では，救助用器具や避難所について知る学習，自治体

や消防等の地域の安全に関わる職業について知る学習，

復興の取り組み等郷土理解の学習，等を扱っていた． 

指導案の対象とする教科

指導案が対象とする教科の内訳を図3に示す．対象とす

る教科が複数ある場合には，それぞれの教科に「1」を入

力した．学級活動が全体の25.8%と最も多く，総合的な

学習が13.4%と次に多い．新学習指導要領では各教科で

の防災教育の実施が求められているものの，社会や理科

等の教科を対象とした指導案は少なかった． 
「特定の教科なし」は26.8%であった．該当する指導

案の傾向としては，指導案の中で教科を具体的に示して

いないものとなっていった． 
 
校種・学年と災害の関係

校種・学年別と災害別の内訳を細分化してより詳しい

特徴を明らかにするため，これらのクロス集計を行った．

結果を図4に示す．収集した2,217件の指導案のうち，特 

図 指導案が対象とする災害の割合図 指導案の作成年度の割合
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た．例えば，1995年に発生した阪神・淡路大震災の被災
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る広島県は「平成30年7月豪雨災害を踏まえた実践事例・

資料集」（2019年刊行）9) などがある．また，来たるべ

き災害に備えるために，全国の都道府県や市町村で多種

多様な防災教育教材が作成されている10) ． 
しかし，これらの防災教育教材を，対象とする災害や

発達段階，教科や学習内容の観点から数量的にその特徴

を明らかにした先行研究はほとんど見られない．岡田・

矢守（2019）による先行研究では，小学校社会科の教科

書を対象に防災教育に関連する記述量の増加を量的に明

らかにしているが，具体的な学習内容や対象災害，その

他の教科については触れておらず，防災や自然災害につ

いて学習するためには，教員の準備負担を最小限にする

ために，教科横断的な防災教育のカリキュラム作りが教

育現場に必要であると述べるに留まっている11) ． 

２．目的 
 
そこで本研究では，教科書等に沿って防災教育の実践

を進めるために必要な防災教育教材として，全国の学校

や教育委員会等が作成・編集した指導案に注目し，一般

に入手可能なものを対象に収集した．それらの指導案に

ついて，作成された地域，年度，対象とする校種・学年，

教科，災害等を変数としたデータセットを作成し，それ

らの特徴を量的に明らかにした． 
さらに，これら既存の防災教育教材が，学習指導要領

に示された防災や自然災害に関して学習すべき事項とど

のように対応しているか，次の方法で明らかにした．ま

ず，学習指導要領に示された自然災害や防災について学

習すべき事項を，学習指導要領の記述から分類した．次

に，収集した防災教育教材と学習指導要領の内容との対

応を1件ずつ読み取り，データセット上に学習指導要領へ

の対応の変数を作成した．その上で，学習指導要領への

対応の量的な特徴を描き出し，さらにクラスター分析に

よって類型化した．以上の結果から，今後の学習指導要

領に基づいた防災教育教材開発の方向性等について考察

を行った． 
 
 
３．方法 
 

防災教育教材の収集方法

本研究を実施するにあたり，はじめに，全国に散見す

る防災教育教材に関する資料の収集を行った．中でも，

教員が日常の授業の実践に際して作成し使用する「指導

案」を本研究の分析対象とした．指導案には，授業の学

習目標や使用教材，時系列の児童・生徒の学習や教員の

指導等の活動内容，評価方法等が記述されており，実際

の学習内容を具体的に知ることができる．  
指導案は，a) 各教員が作成して個人で保管しているも

の，b) 学校の教材研究会等で取りまとめて紙媒体で学校

や教員が保管しているもの，c) 教育委員会などが研究発

表会等を通じてイントラネット等で共有しているもの，

d) 教育委員会が公表目的にまとめて紙媒体およびインタ

ーネット上で公開しているもの，等が存在すると考えら

れる．このうちa), b) は非公開で網羅的な入手が困難であ

ることから，本研究では，c), d) を対象に収集した．c) に
ついては各都道府県および指定都市教育委員会に対して

文書で照会・送付を依頼した．また，d) についてはイン

ターネットで検索可能なものを収集をした．インターネ

ットでの資料収集は，47都道府県・20指定都市を対象に，

「自治体名，または教育委員会名」，「防災教育，また

は安全教育」，「指導案，事例集，またはプログラム」

の検索子の組合せで検索された資料を収集し，さらに教

育委員会や教育センター等のホームページをサイトツリ

ーやサイト内検索機能を利用して隈なく調べ，ホームペ

ージ内に該当する資料が掲載されていないか確認した． 
 
指導案データセットの作成方法

次に，収集した資料を用いて指導案データセットを作

成した．指導案データセットとは，収集した資料からあ

る学習課題に対する一連の授業の指導案を抽出し，その

特徴を表す項目を一定の基準（表1）に沿って入力したも

のであり，収集した指導案の特徴を量的に分析するため

の基礎データである． 
客観性の高いデータセットを作成するため，初期のデ

ータ入力作業を筆頭著者と作業補助者の2名で行い，2名
の作業結果が一致するまで入力基準を繰り返し修正する

ことで，再現性の高い入力基準を確立した．その結果，

2,217件の指導案データを作成することができた． 

 

表 指導案データセットの概要

主な項目 項目の入力基準（抜粋・要約） 
ID 通番 
自治体 作成団体の自治体 
組織名 作成団体の名称 
校種 指導案に明示された対象校種の記述から，

幼稚園，小学校，中学校，高校，特別支援

学校の該当する項目に「1」を入力する．

（複数該当あり） 
学年 指導案に明示された対象学年の記述から，

1，2，3，4，5，6 の該当する学年に「1」
を入力する．（複数該当あり） 

教科 指導案に明示された対象教科の記述から，

国語，社会，算数，理科，算数，理科，体

育，家庭，生活，道徳，学級活動，学校行

事，総合学習，等のうち該当する教科に

「1」を入力する．（複数該当あり） 
単元名 単元，小単元，本時の題材，等として明記

された文章 
学習目標 学習目標，単元の目標，学習のねらい，本

時のねらい，等の箇所 
学習内容 授業の展開のうち，学習内容，学習活動，

児童生徒の活動，等の箇所 
指導の指針 授業の展開のうち，指導上の指針や留意

点，教員による学習支援，等の箇所 
作成年度 実践年度，または資料の作成年度． 

記載が無いものは不明とする． 
対象災害 単元名，学習目標，学習内容，指導の指針

の記述から，「災害種別と文献の記載例と

の対比表」12) を一部改変した対応表に基づ

き対象災害を読み取り，該当する災害種別

に「1」を入力する．（複数該当あり） 

 

 

４．指導案データから見た防災教育教材の現状

 
第 3 章に示した方法で作成した指導案データセットを

用いて，以下に既存の指導案の特徴を量的に示す．

指導案の地域分布

指導案2,217件のうち，阪神・淡路大震災の被災地であ

る兵庫県で作成されたものが114件（全体の5.1%），東

日本大震災の被災地である宮城県が218件（9.8%），岩

手県が176件（7.9%），福島県が107件（4.8%），2004年
新潟豪雨，2004年中越地震，2007年中越沖地震などを経

験した新潟県が258件（11.6%），土砂災害を2014年（死

者77名），2018年（死者108名）等に経験した広島県が

129件（5.8%），2000年鳥取県西部地震の被災地である

鳥取県が119件（5.4%）であり，これらの近年の主要な

被災県だけで全体の半数以上を占めた． 
 
指導案の作成年度

指導案の作成年度の内訳を図1に示す．2010年度以前が

全体の4.3%，2011年度が2.3%，2012年度が23.3%，2013
年度が11.0%，2014年度が13.7%，2015年度が12.5%，

2016年度が8.0%，2017年度が8.3%，2018年度が5.1%，

2019年度が9.0%，2020年度が0.9%，不明が1.5%であった． 
2012年度が最も多い理由は，2011年の東日本大震災を

受けて防災教育教材の作成が全国的に促進されたためと

考えられる．また，2013年以降に一定数の指導案が作成

されている理由としては，第1章にも示した文部科学省に

よる2013年3月に「『生きる力』を育む防災教育の展開」

改訂や2019年3月に「『生きる力』をはぐくむ学校での安

全教育」改訂等の動きが影響したと考えられる． 
 
指導案の対象とする校種・学年

収集した指導案が対象とする校種は，幼稚園，小学校，

中学校，高等学校，特別支援学校のいずれかであった．

各指導案が対象とする校種・学年に「1」を入力し，変数

を作成した．複数該当する場合はそれぞれの校種・学年

に「1」を入力した．対象校種の内訳は，小学校が全体の

57.3%，中学校が28.1%であった．幼稚園は1.9%，高校は

9.3%，特別支援学校は4.8%であった．小中学校を対象と

した指導案は全体の84.3%となっており，防災教育の指

導案は主に小中学校を対象に作成されている傾向が分か

った． 
小学校を対象とした指導案1,270件のうち，1学年は

24.0%，2学年は24.7%，3学年は27.7%，4学年は31.6%，5
学年は40.6%，6学年は35.4%と，対象学年に大きな偏り

はなかった．小学校以外を対象とした指導案は，学年を

明記したものが少なかった． 
 
指導案の対象とする災害

指導案が対象とする災害の内訳を図2に示す．対象とす

る災害が複数ある場合は，それぞれの災害種別に「1」を

入力した． 
地震を扱ったものが と全体の半数以上を占めた．

次いで多いのが津波の であった．未曽有の災害とな

った東日本大震災が防災教育に与えた影響は大きく，全

国で地震・津波災害に対する防災教育が優先されたと推

察する．一方で，近年は気象災害が激甚化・頻発化して

いるが，本調査では気象災害を扱った指導案の作成はあ

まり進んでいない現状が明らかになった．

「特定の災害なし」は29.4%であった．該当する指導

案では，救助用器具や避難所について知る学習，自治体

や消防等の地域の安全に関わる職業について知る学習，

復興の取り組み等郷土理解の学習，等を扱っていた． 

指導案の対象とする教科

指導案が対象とする教科の内訳を図3に示す．対象とす

る教科が複数ある場合には，それぞれの教科に「1」を入

力した．学級活動が全体の25.8%と最も多く，総合的な

学習が13.4%と次に多い．新学習指導要領では各教科で

の防災教育の実施が求められているものの，社会や理科

等の教科を対象とした指導案は少なかった． 
「特定の教科なし」は26.8%であった．該当する指導

案の傾向としては，指導案の中で教科を具体的に示して

いないものとなっていった． 
 
校種・学年と災害の関係

校種・学年別と災害別の内訳を細分化してより詳しい

特徴を明らかにするため，これらのクロス集計を行った．

結果を図4に示す．収集した2,217件の指導案のうち，特 

図 指導案が対象とする災害の割合図 指導案の作成年度の割合
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定の災害を対象としないものを除いた1,566件についてク

ロス集計を行った． 
どの校種・学年でも，地震と津波を対象とする割合が

最も高かった．気象災害（洪水，土砂，大雨，風害）に

注目すると，小学3～5年が他よりも高くなっている． 
 
校種・学年と教科の関係

校種・学年別と教科別の内訳を細分化してより詳しい

特徴を明らかにするため，これらのクロス集計を行った．

結果を図5に示す．収集した2,217件の指導案のうち，特

定の教科を対象としないものを除いた1,622件についてク

ロス集計を行った．また，幼稚園は教科が存在しないた

め除外した．さらに，該当する指導案数が全体の1%未満

の教科は図から除いた． 
どの校種・学年でも学級活動を対象とする割合が最も

高かった．小学1～2年と特別支援学校では生活科が，そ

の他の校種・学年では総合学習が2番目に高かった．小学

校の社会と理科に注目すると，小学3～4年で社会，小学5
～6年で理科が高くなっている． 

6節・7節の結果から，小学3～5年で気象災害を対象と

した指導案がやや多く，小学3～5年で社会や理科を対象

とした指導案がやや多いという，共通した学年での特徴

が見られた．これは各教科での学習として，小学校3～4
年社会の地域学習，小学校5年理科の流れる水の働きと天

気の変化の中で気象災害を扱うため，その他の教科や校

種・学年よりも割合が高かったと考えることができる．  

５．指導案データと学習指導要領の関係性

学習指導要領の内容分析 
前章では指導案データの量的な集計結果から，収集し

た指導案の特徴を明らかにした．本章以降では，収集し

た指導案と学習指導要領との対応関係を読み取ることで，

学習指導要領において求められる防災教育と既存の指導

案との関係性を分析した．なお，本章以降で用いたデー

タセットは，2,217件の指導案のうち，具体的な内容の読

み取りができなかったものと，件数が少ない幼稚園，高

等学校，特別支援学校の指導案を除いた1,786件とした． 
まず，学習指導要領の小学校編と中学校編を対象に，

本文から「防災」「災害」の記述を抽出し，学習指導要

領の文書構成単位である「章・節・項」の「項」ごとに

まとめた．次に，対応すると思われる「内容」と「内容

の取扱い」は1つに集約して整理した．その結果，表2の
26項目が抽出された． 
表2の「学年・教科・種別」には，記述箇所が該当する

校種・学年，教科，節の種別を示した．「学習指導要領

の見出し」には該当する項または節の見出しを示した． 
表2中のID=1とID=14は「総則」の章に該当し，具体的

な教科や単元における教育内容ではなく年間や発達段階

に応じた教育計画等に関する記述である．また，ID=2は
小学校編社会の「目的」の節に該当する項目で，続く

「内容」の節にその詳細が記述されていることから，こ

れら3項目を除く23項目を各教科等で防災教育として扱う

項目とし，本文の記述から学習内容を読み取り，表2の

表 学習指導要領における防災教育として扱う項目

ID 学年・教科・種別 学習指導要領の見出し ID2 学習内容 

1 小学・総則 教科横断的な視点に立った資質・能力の育成  -  

2 小４・社会・目的 自然災害から人々を守る活動 -  

3 小４・社会・内容 自然災害から人々を守る活動 1 地域の共助・公助 
4 小４・社会・内容 自然災害から人々を守る活動 2 地域の調べ学習 
5 小４・社会・内容 自然災害から人々を守る活動 3 地域の災害対応 
6 小５・社会・内容 我が国の国土の自然環境と国民生活 4 国や都道府県の公助 
7 小５・社会・内容 我が国の国土の自然環境と国民生活 5 日本の自然災害と防災対策 
8 小６・社会・内容 我が国の政治の働き 6 復旧・復興 
9 小５・理科・内容 流れる水の働きと土地の変化 7 気象災害（現象） 

10 小５・理科・内容 天気の変化 8 天気の変化 
11 小６・理科・内容 土地のつくりと変化 9 地震・火山災害（現象） 
12 小学・特活（学活） 心身ともに健康で安全な生活態度の形成 10 身を守る行動（災害理解） 
13 小学・特活（行事） 健康安全・体育的行事 11 身を守る行動（避難訓練） 
14 中学・総則 教科等横断的な視点に立った資質・能力の育成 -  

15 中学・社会（地理）・内容 地域調査の手法 12 地理（地図） 
16 中学・社会（地理）・内容 日本の地域的特色と地域区分 13 地理（地誌） 
17 中学・社会（公民）・内容 私たちが生きる現代社会と文化の特色 14 公民（災害情報） 
18 中学・理科（第２）・内容 自然の恵みと火山災害・地震災害 15 地震・火山災害（メカニズム） 
19 中学・理科（第２）・内容 自然の恵みと気象災害 16 気象災害（メカニズム） 
20 中学・理科（第２）・内容 地域の自然災害 17 地域の災害特性・災害史 
21 中学・理科（第２）・内容 自然と人間 18 自然環境保全と科学技術利用 
22 中学・保体（保健）・内容 傷害の防止 19 人的被害の要因理解 
23 中学・保体（保健）・内容 傷害の防止 20 人的被害の事前事後対策 
24 中学・技家（家庭）・内容 衣食住の生活 21 住空間の災害対策 
25 中学・特活（学活） 心身ともに健康で安全な生活態度の形成 10 身を守る行動（災害理解） 
26 中学・特活（行事） 健康安全・体育的行事 11 身を守る行動（避難訓練） 
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タセットは，2,217件の指導案のうち，具体的な内容の読

み取りができなかったものと，件数が少ない幼稚園，高

等学校，特別支援学校の指導案を除いた1,786件とした． 
まず，学習指導要領の小学校編と中学校編を対象に，

本文から「防災」「災害」の記述を抽出し，学習指導要

領の文書構成単位である「章・節・項」の「項」ごとに

まとめた．次に，対応すると思われる「内容」と「内容

の取扱い」は1つに集約して整理した．その結果，表2の
26項目が抽出された． 
表2の「学年・教科・種別」には，記述箇所が該当する

校種・学年，教科，節の種別を示した．「学習指導要領

の見出し」には該当する項または節の見出しを示した． 
表2中のID=1とID=14は「総則」の章に該当し，具体的

な教科や単元における教育内容ではなく年間や発達段階

に応じた教育計画等に関する記述である．また，ID=2は
小学校編社会の「目的」の節に該当する項目で，続く

「内容」の節にその詳細が記述されていることから，こ

れら3項目を除く23項目を各教科等で防災教育として扱う

項目とし，本文の記述から学習内容を読み取り，表2の

表 学習指導要領における防災教育として扱う項目

ID 学年・教科・種別 学習指導要領の見出し ID2 学習内容 

1 小学・総則 教科横断的な視点に立った資質・能力の育成  -  

2 小４・社会・目的 自然災害から人々を守る活動 -  

3 小４・社会・内容 自然災害から人々を守る活動 1 地域の共助・公助 
4 小４・社会・内容 自然災害から人々を守る活動 2 地域の調べ学習 
5 小４・社会・内容 自然災害から人々を守る活動 3 地域の災害対応 
6 小５・社会・内容 我が国の国土の自然環境と国民生活 4 国や都道府県の公助 
7 小５・社会・内容 我が国の国土の自然環境と国民生活 5 日本の自然災害と防災対策 
8 小６・社会・内容 我が国の政治の働き 6 復旧・復興 
9 小５・理科・内容 流れる水の働きと土地の変化 7 気象災害（現象） 

10 小５・理科・内容 天気の変化 8 天気の変化 
11 小６・理科・内容 土地のつくりと変化 9 地震・火山災害（現象） 
12 小学・特活（学活） 心身ともに健康で安全な生活態度の形成 10 身を守る行動（災害理解） 
13 小学・特活（行事） 健康安全・体育的行事 11 身を守る行動（避難訓練） 
14 中学・総則 教科等横断的な視点に立った資質・能力の育成 -  

15 中学・社会（地理）・内容 地域調査の手法 12 地理（地図） 
16 中学・社会（地理）・内容 日本の地域的特色と地域区分 13 地理（地誌） 
17 中学・社会（公民）・内容 私たちが生きる現代社会と文化の特色 14 公民（災害情報） 
18 中学・理科（第２）・内容 自然の恵みと火山災害・地震災害 15 地震・火山災害（メカニズム） 
19 中学・理科（第２）・内容 自然の恵みと気象災害 16 気象災害（メカニズム） 
20 中学・理科（第２）・内容 地域の自然災害 17 地域の災害特性・災害史 
21 中学・理科（第２）・内容 自然と人間 18 自然環境保全と科学技術利用 
22 中学・保体（保健）・内容 傷害の防止 19 人的被害の要因理解 
23 中学・保体（保健）・内容 傷害の防止 20 人的被害の事前事後対策 
24 中学・技家（家庭）・内容 衣食住の生活 21 住空間の災害対策 
25 中学・特活（学活） 心身ともに健康で安全な生活態度の形成 10 身を守る行動（災害理解） 
26 中学・特活（行事） 健康安全・体育的行事 11 身を守る行動（避難訓練） 
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「学習内容」に短く要約して示した． 
23項目の教科別の内訳は，社会が最も多く9項目（全体

の39.1%），次いで理科が7項目（30.4%）であった．学

級活動，学校行事，保健は2項目ずつ（8.7%），家庭科

は1項目（4.3%）であった．4章の図3に示した指導案デ

ータの教科別内訳では，学級活動と総合学習を対象とし

たものが多く，社会や理科を対象としたものは少なかっ

たが，表2の学習指導要領の項目には総合学習はなく，社

会と理科が最も多いという相反する結果となった． 
なお，特別活動（学級活動と学校行事）は小学校編と

中学校編で全く同一の記述であることから，以降の分析

ではこれらを同一項目として扱うこととし，表中の

「ID2」列に示した項目1～21を分析の対象とした． 
 
指導案と学習指導要領の対応の分析

次に，対象とした1,786件の指導案と学習指導要領の21
項目との対応を，指導案の記述から読み取った．各項目

に対応する指導案数の集計結果を図6に示す． 
項目1「地域の共助・公助」は，市役所や地域の人々に

よる防災の活動を知る学習である．対応する指導案の割

合は全体の18.5%であった． 
項目2「地域の調べ学習」は，地域の防災活動について

の調べ学習である．指導案の対応は19.3%であった． 
項目3「地域の災害対応」は，関係機関や地域の人々に

よる災害時の協力を知る学習である．対応する指導案の

割合は46.8%であった． 
項目4「国や都道府県の公助」は，国土の自然条件や国

などによる防災活動を知る学習である．対応する指導案

の割合は8.8%であった． 
項目5「日本の自然災害と防災対策」は，災害の種類や

発生の位置や時期，防災対策などから国土の姿を捉える

学習である．対応する指導案の割合は5.9%であった． 
項目6「復旧・復興」は，災害からの復旧や復興におけ

る国や地方自治体の政治の働きについて知る学習である．

対応する指導案の割合は2.8%であった． 
項目7「気象災害（現象）」は，自然災害にも触れた流

れる水の働きと土地の変化についての学習である．対応

する指導案の割合は4.5%であった． 
項目8「天気の変化」は，台風や大雨などにも触れた天

気の変化についての学習である．対応する指導案の割合

は3.7%であった． 
項目9「地震・火山災害（現象）」は，地震・火山災害

についても触れた土地のつくりと変化についての学習で

ある．対応する指導案は5.1%であった． 
項目10「身を守る行動（災害理解）」は，現在及び生

涯にわたり災害等から身を守り安全に行動することの学

習である．対応する指導案の割合は75.1%であった． 
項目11「身を守る行動（避難訓練）」は，災害等から

身を守る行動や集団行動の体得である．対応する指導案

の割合は23.3%であった． 
項目12「地理（地図）」は，防災を主題として読図や

地図作成の技能を身につける学習である．対応する指導

案の割合は14.8%であった． 
項目13「地理（地誌）」は，気候や地形と災害・防災

を結び付けて国土の特色を理解する学習である．対応す

る指導案の割合は2.6%であった． 
項目14「公民（災害情報）」は，情報化社会における

災害・防災情報の活用についての学習である．対応する

指導案の割合は4.4%であった． 
項目15「地震・火山災害（メカニズム）」は，地震・

火山・津波等の発生の仕組みについての学習である．対

応する指導案の割合は4.8%であった． 
項目16「気象災害（メカニズム）」は，気象災害と天

気の変化や気象・気候を結び付けて理解する学習である．

対応する指導案の割合は2.1%であった． 
項目17「地域の災害特性・災害史」は，地域の自然災

害を資料等から総合的に調べる学習である．対応する指

導案の割合は11.7%であった． 
項目18「自然環境保全と科学技術利用」は，自然災害

を題材に環境保全や科学技術利用について調査し考察す

る学習である．対応する指導案の割合は2.6%であった． 
項目19「人的被害の要因理解」は，災害による傷害の

発生要因を理解し，防止について理解を深める学習であ

る．対応する指導案の割合は46.1%であった． 
項目20「人的被害の事前事後対策」は，二次災害を含

む災害による傷害の発生の理解と，事前の備えや避難に

よる傷害の防止についての学習である．対応する指導案

の割合は38.6%であった． 
項目21「住空間の災害対策」は，自然災害に備えた住

空間の整え方や家族の安全についての学習である．対応

する指導案の割合は30.7%であった． 
各項目に対応する指導案の割合には図6の通り偏りがあ

った．割合が高かった項目10: 身を守る行動（災害理解），

11: 身を守る行動（避難訓練），19: 人的被害の要因理解，

20: 人的被害の事前事後対策，21: 住空間の災害対策，に

共通する特徴として，災害によって発生する被害の要因

や事前の抑止策・軽減策，咄嗟の行動など具体的で実践

的な内容を扱った指導案が多いと言える．また，同様に

多かった項目3: 地域の災害対応や，次に多い項目1: 地域

の共助・公助，2: 地域の調べ学習，12: 地理（地図）, 17:
地域の災害特性・災害史は，いずれも身近な地域を対象

とした調査・観察や郷土理解の学習である．一方，割合

が低かった項目7: 気象災害（現象），8: 天気の変化，9:

図 指導案が対応する学習指導要領の項目の割合

 

 

地震・火山災害（現象），15: 地震・火山災害（メカニズ

ム），16: 気象災害（メカニズム）は，自然災害の現象や

メカニズムを理解する学習であった． 
 
 
６．クラスター分析による指導案の類型化 
 

5章では，収集した指導案のうち小中学校を対象とする

1,786件が，学習指導要領の自然災害や防災についての学

習内容に対応しているかを読み取り，全体の特徴を量的

に明らかにした．本章では多変量解析手法であるクラス

ター分析によって，新学習指導要領への対応の観点から

これら1,786件の指導案の類型化を行った． 
クラスター分析とは，データセットの各変数をもとに

データ間の距離を算出し，各グループの結合する距離が

最小になるようにいくつかのグループに分類する多変量

解析手法である．本研究では，データ間の距離にはユー

クリッド距離，クラスターの結合規則にはWard法を用い

た．クラスターとは，対象とした変数に似た傾向を持つ

データ同士をまとめたグループを指す． 
指導案の新学習指導要領への対応を変数として，クラ

スター分析を行った結果のデンドログラムが図7である．

デンドログラムの横軸はクラスターが結合する距離を示

している．つまり，図の左側で結合するほど近い関係に

ある．例えば「クラスター7」と「クラスター8」は，

「クラスター5」と「クラスター6」よりも近い関係にあ

る．またこれら4つのクラスターをまとめた「大クラスタ

ー3」は「大クラスター2」と図の右端で結合するため，

これらは最も遠い関係にある．また，各クラスターに含

まれる指導案の件数を表3のようにまとめた（各クラスタ

ーの命名については後述する）． 
 

 
クラスター分析の結果 つのクラスター 

図7から，収集した指導案は8つのクラスターに分類さ

れると考えた．そこで，以下の項では各クラスターの指

導案の内容から特徴を描き出し，クラスター名を付けた． 
クラスター 自然現象の理解（地震・津波・火山災

害）

クラスター1は「自然現象の理解（地震・津波・火山災

害）」である．新学習指導要領における「9:地震・火山

災害（現象）」，「15:地震・火山災害（メカニズム）」

について特徴的に取り上げている指導案で構成されてい

た．具体的には，地震や津波・火山によって発生しうる

被害について知る学習，地震の揺れや津波の速さ・水圧

等の怖さについて知る学習，日本で過去に発生した災害

や今後想定される巨大災害等について教材や資料を使っ

て調べて表現する学習，地震や津波の発生メカニズムを

知る学習など，地震・津波・火山災害を「自然現象」と

して理学的に理解する学習が多いことが特徴的であった． 

クラスター 地域の災害史の理解（気象災害）

クラスター2は「地域の災害史の理解（気象災害）」で

ある．新学習指導要領における「7:気象災害（現象）」，

「8:天気の変化」，「13:地理（地誌）」，「16:気象災害

（メカニズム）」，「17:地域の災害特性・災害史」につ

いて特徴的に取り上げている指導案で構成されていた．

具体的には，大雨や洪水等の気象災害による街の被害に

ついて知る学習や，ダムや堤防等の街を守る施設につい

て知る学習，気象観測や気象情報等から天気の変化につ

いて知る方法を学ぶ学習，地域内で過去に発生した洪水

等の災害の歴史を教材や資料を使って調べまとめる学習，

地域の方から話を聞く学習，等が見られた．クラスター1
の地震・津波・火山災害が理学的なメカニズムの理解に

ついての学習が多かったことに比べ，クラスター2の気象

災害は居住する地域の地理的特徴の理解や，水循環など

の自然環境の理解等と合わせて，気象のメカニズムを学

習するものが多かった． 
クラスター 災害時に顕在化する課題

クラスター3は「災害時に顕在化する課題」である．こ

のクラスターについては，新学習指導要領における様々

な項目と満遍なく関係していた．具体的には，避難所運

営計画を作成する活動，外国人や多様な人への災害時の

配慮について調べて考える学習，伝言ゲーム等によって

緊急時下の情報伝達の難しさを体験する学習，生命の尊

さや惨事ストレスの理解に関する学習，阪神・淡路大震

表 防災教育指導案のクラスターと指導案数

クラスター 指導案数 
5: 災害時の身の守り方 257 
6: 被害抑止の方法 285 
7: 被害軽減における共助・公助 137 
8: 地域の被害特性の抽出 99 
1: 自然現象の理解（地震・津波・火山災害） 75 
2: 地域の災害史の理解（気象災害） 202 
3: 災害時に顕在化する課題 377 
4: 災害教訓の活用 354 

図 指導案クラスター分析のデンドログラム
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「学習内容」に短く要約して示した． 
23項目の教科別の内訳は，社会が最も多く9項目（全体

の39.1%），次いで理科が7項目（30.4%）であった．学

級活動，学校行事，保健は2項目ずつ（8.7%），家庭科

は1項目（4.3%）であった．4章の図3に示した指導案デ

ータの教科別内訳では，学級活動と総合学習を対象とし

たものが多く，社会や理科を対象としたものは少なかっ

たが，表2の学習指導要領の項目には総合学習はなく，社

会と理科が最も多いという相反する結果となった． 
なお，特別活動（学級活動と学校行事）は小学校編と

中学校編で全く同一の記述であることから，以降の分析

ではこれらを同一項目として扱うこととし，表中の

「ID2」列に示した項目1～21を分析の対象とした． 
 
指導案と学習指導要領の対応の分析

次に，対象とした1,786件の指導案と学習指導要領の21
項目との対応を，指導案の記述から読み取った．各項目

に対応する指導案数の集計結果を図6に示す． 
項目1「地域の共助・公助」は，市役所や地域の人々に

よる防災の活動を知る学習である．対応する指導案の割

合は全体の18.5%であった． 
項目2「地域の調べ学習」は，地域の防災活動について

の調べ学習である．指導案の対応は19.3%であった． 
項目3「地域の災害対応」は，関係機関や地域の人々に

よる災害時の協力を知る学習である．対応する指導案の

割合は46.8%であった． 
項目4「国や都道府県の公助」は，国土の自然条件や国

などによる防災活動を知る学習である．対応する指導案

の割合は8.8%であった． 
項目5「日本の自然災害と防災対策」は，災害の種類や

発生の位置や時期，防災対策などから国土の姿を捉える

学習である．対応する指導案の割合は5.9%であった． 
項目6「復旧・復興」は，災害からの復旧や復興におけ

る国や地方自治体の政治の働きについて知る学習である．

対応する指導案の割合は2.8%であった． 
項目7「気象災害（現象）」は，自然災害にも触れた流

れる水の働きと土地の変化についての学習である．対応

する指導案の割合は4.5%であった． 
項目8「天気の変化」は，台風や大雨などにも触れた天

気の変化についての学習である．対応する指導案の割合

は3.7%であった． 
項目9「地震・火山災害（現象）」は，地震・火山災害

についても触れた土地のつくりと変化についての学習で

ある．対応する指導案は5.1%であった． 
項目10「身を守る行動（災害理解）」は，現在及び生

涯にわたり災害等から身を守り安全に行動することの学

習である．対応する指導案の割合は75.1%であった． 
項目11「身を守る行動（避難訓練）」は，災害等から

身を守る行動や集団行動の体得である．対応する指導案

の割合は23.3%であった． 
項目12「地理（地図）」は，防災を主題として読図や

地図作成の技能を身につける学習である．対応する指導

案の割合は14.8%であった． 
項目13「地理（地誌）」は，気候や地形と災害・防災

を結び付けて国土の特色を理解する学習である．対応す

る指導案の割合は2.6%であった． 
項目14「公民（災害情報）」は，情報化社会における

災害・防災情報の活用についての学習である．対応する

指導案の割合は4.4%であった． 
項目15「地震・火山災害（メカニズム）」は，地震・

火山・津波等の発生の仕組みについての学習である．対

応する指導案の割合は4.8%であった． 
項目16「気象災害（メカニズム）」は，気象災害と天

気の変化や気象・気候を結び付けて理解する学習である．

対応する指導案の割合は2.1%であった． 
項目17「地域の災害特性・災害史」は，地域の自然災

害を資料等から総合的に調べる学習である．対応する指

導案の割合は11.7%であった． 
項目18「自然環境保全と科学技術利用」は，自然災害

を題材に環境保全や科学技術利用について調査し考察す

る学習である．対応する指導案の割合は2.6%であった． 
項目19「人的被害の要因理解」は，災害による傷害の

発生要因を理解し，防止について理解を深める学習であ

る．対応する指導案の割合は46.1%であった． 
項目20「人的被害の事前事後対策」は，二次災害を含

む災害による傷害の発生の理解と，事前の備えや避難に

よる傷害の防止についての学習である．対応する指導案

の割合は38.6%であった． 
項目21「住空間の災害対策」は，自然災害に備えた住

空間の整え方や家族の安全についての学習である．対応

する指導案の割合は30.7%であった． 
各項目に対応する指導案の割合には図6の通り偏りがあ

った．割合が高かった項目10: 身を守る行動（災害理解），

11: 身を守る行動（避難訓練），19: 人的被害の要因理解，

20: 人的被害の事前事後対策，21: 住空間の災害対策，に

共通する特徴として，災害によって発生する被害の要因

や事前の抑止策・軽減策，咄嗟の行動など具体的で実践

的な内容を扱った指導案が多いと言える．また，同様に

多かった項目3: 地域の災害対応や，次に多い項目1: 地域

の共助・公助，2: 地域の調べ学習，12: 地理（地図）, 17:
地域の災害特性・災害史は，いずれも身近な地域を対象

とした調査・観察や郷土理解の学習である．一方，割合

が低かった項目7: 気象災害（現象），8: 天気の変化，9:

図 指導案が対応する学習指導要領の項目の割合

 

 

地震・火山災害（現象），15: 地震・火山災害（メカニズ

ム），16: 気象災害（メカニズム）は，自然災害の現象や

メカニズムを理解する学習であった． 
 
 
６．クラスター分析による指導案の類型化 
 

5章では，収集した指導案のうち小中学校を対象とする

1,786件が，学習指導要領の自然災害や防災についての学

習内容に対応しているかを読み取り，全体の特徴を量的

に明らかにした．本章では多変量解析手法であるクラス

ター分析によって，新学習指導要領への対応の観点から

これら1,786件の指導案の類型化を行った． 
クラスター分析とは，データセットの各変数をもとに

データ間の距離を算出し，各グループの結合する距離が

最小になるようにいくつかのグループに分類する多変量

解析手法である．本研究では，データ間の距離にはユー

クリッド距離，クラスターの結合規則にはWard法を用い

た．クラスターとは，対象とした変数に似た傾向を持つ

データ同士をまとめたグループを指す． 
指導案の新学習指導要領への対応を変数として，クラ

スター分析を行った結果のデンドログラムが図7である．

デンドログラムの横軸はクラスターが結合する距離を示

している．つまり，図の左側で結合するほど近い関係に

ある．例えば「クラスター7」と「クラスター8」は，

「クラスター5」と「クラスター6」よりも近い関係にあ

る．またこれら4つのクラスターをまとめた「大クラスタ

ー3」は「大クラスター2」と図の右端で結合するため，

これらは最も遠い関係にある．また，各クラスターに含

まれる指導案の件数を表3のようにまとめた（各クラスタ

ーの命名については後述する）． 
 

 
クラスター分析の結果 つのクラスター 

図7から，収集した指導案は8つのクラスターに分類さ

れると考えた．そこで，以下の項では各クラスターの指

導案の内容から特徴を描き出し，クラスター名を付けた． 
クラスター 自然現象の理解（地震・津波・火山災

害）

クラスター1は「自然現象の理解（地震・津波・火山災

害）」である．新学習指導要領における「9:地震・火山

災害（現象）」，「15:地震・火山災害（メカニズム）」

について特徴的に取り上げている指導案で構成されてい

た．具体的には，地震や津波・火山によって発生しうる

被害について知る学習，地震の揺れや津波の速さ・水圧

等の怖さについて知る学習，日本で過去に発生した災害

や今後想定される巨大災害等について教材や資料を使っ

て調べて表現する学習，地震や津波の発生メカニズムを

知る学習など，地震・津波・火山災害を「自然現象」と

して理学的に理解する学習が多いことが特徴的であった． 

クラスター 地域の災害史の理解（気象災害）

クラスター2は「地域の災害史の理解（気象災害）」で

ある．新学習指導要領における「7:気象災害（現象）」，

「8:天気の変化」，「13:地理（地誌）」，「16:気象災害

（メカニズム）」，「17:地域の災害特性・災害史」につ

いて特徴的に取り上げている指導案で構成されていた．

具体的には，大雨や洪水等の気象災害による街の被害に

ついて知る学習や，ダムや堤防等の街を守る施設につい

て知る学習，気象観測や気象情報等から天気の変化につ

いて知る方法を学ぶ学習，地域内で過去に発生した洪水

等の災害の歴史を教材や資料を使って調べまとめる学習，

地域の方から話を聞く学習，等が見られた．クラスター1
の地震・津波・火山災害が理学的なメカニズムの理解に

ついての学習が多かったことに比べ，クラスター2の気象

災害は居住する地域の地理的特徴の理解や，水循環など

の自然環境の理解等と合わせて，気象のメカニズムを学

習するものが多かった． 
クラスター 災害時に顕在化する課題

クラスター3は「災害時に顕在化する課題」である．こ

のクラスターについては，新学習指導要領における様々

な項目と満遍なく関係していた．具体的には，避難所運

営計画を作成する活動，外国人や多様な人への災害時の

配慮について調べて考える学習，伝言ゲーム等によって

緊急時下の情報伝達の難しさを体験する学習，生命の尊

さや惨事ストレスの理解に関する学習，阪神・淡路大震

表 防災教育指導案のクラスターと指導案数

クラスター 指導案数 
5: 災害時の身の守り方 257 
6: 被害抑止の方法 285 
7: 被害軽減における共助・公助 137 
8: 地域の被害特性の抽出 99 
1: 自然現象の理解（地震・津波・火山災害） 75 
2: 地域の災害史の理解（気象災害） 202 
3: 災害時に顕在化する課題 377 
4: 災害教訓の活用 354 

図 指導案クラスター分析のデンドログラム
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災の地震火災や東日本大震災の津波火災等について知る，

家族と連絡が取れない時の対策について知る，中学生が

幼稚園児を助けて避難した事例を知る，等の災害時に顕

在化する様々な課題について分野・教科横断的に扱った

ものや，特定の課題に特化した独自の内容を扱った指導

案が含まれていた． 
クラスター 災害教訓の活用

クラスター4は「災害教訓の活用」である．新学習指導

要領における「3:地域の災害対応」，「6:復旧・復興」

について特徴的に取り上げている指導案で構成されてい

た．具体的には，避難所や防災倉庫，地域の防災に関す

る施設の見学，自治体や消防，警察，自衛隊の職員等の

災害対応経験者や，大学や気象台の専門家等ゲストティ

ーチャーによる講話，東日本大震災被災地における地域

の復興の様子を地域住民からの聞き取り等によって調べ

まとめる学習，被災経験者の災害体験を題材とした学習，

等の災害教訓を未来の防災に活かすことを目的とした学

習が多かった． 
クラスター 災害時の身の守り方

クラスター5は「災害時の身の守り方」である．新学習

指導要領における「11:身を守る行動（避難訓練）」につ

いて特徴的に取り上げている指導案で構成されていた．

具体的には，写真やイラストを使って地震時の危険を予

測する，緊急地震速報に対応して頭を覆う等の身を守る

行動をとる（シェイクアウト），大人の指示を聞いて校

庭等に避難する，津波警報に対応して校外の高台まで避

難する，着衣泳等の水慣れ体験，起震車体験，土のう作

り体験，初期消火訓練，緊急搬送や応急手当の訓練，等

の災害時に身を守るための判断力や行動力を身に付けさ

せることを目的とした学習が中心であった．また，防災

クロスロードや防災かるた等の教材を用いて楽しませる

工夫を取り入れた指導案も見られた． 
クラスター 被害抑止の方法

クラスター6は「被害抑止の方法」である．新学習指導

要領における「20:人的被害の事前事後対策」，「21:住
空間の災害対策」について特徴的に取り上げている指導

案で構成されていた．具体的には，地震災害や気象災害

に起因する家屋被害やライフライン被害による生活の困

難について知る，家具転倒防止具や非常用持ち出し袋等

の用途について知る，大雨や大雪による屋外での人的被

害発生について映像教材等によって知る，大雨や大雪時

には不要不急の外出は避けることを知る，などの災害か

らの被害をなるべく出さないようにする「被害抑止」を

学ぶ内容が多かった． 
クラスター 被害軽減策における共助・公助

クラスター7は「被害軽減策における共助・公助」であ

る．新学習指導要領における「1:地域の共助・公助」，

「20:人的被害の事前事後対策」について特徴的に取り上

げている指導案で構成されていた．具体的には，避難で

きない人間の心理や避難勧告や避難指示が発令された時

の取るべき行動についての学習，津波表示板や防災放送

による防災情報の発信と避難体制の確保についての学習，

避難所運営ゲーム（HUG）や炊き出し訓練等の避難生活

における共助についての学習等，災害によって発生した

被害や影響を，地域の共助・公助の働き等によってなる

べく小さくするための「被害軽減」を学ぶ内容が多かっ

た．なお，自治体職員や町内会の方等による講演や聞き

取り調査を行う授業形式が多かったのも特徴的であった． 
クラスター 地域の被害特性の抽出

クラスター8は「地域の被害特性の抽出」である．新学

習指導要領における「2:地域の調べ学習」，「19:人的被

害の要因理解」について特徴的に取り上げている指導案

で構成されていた．具体的には，校区や通学路の危険箇

所を調べる学習（防災まちあるき，タウンウォッチング）

や，調べたことを整理して地図にまとめる防災マップづ

くり学習，災害図上訓練（DIG）等による地域特性に応

じた被害発生を思考する学習，地図やハザードマップの

読み方を学ぶ学習，地域の土地の高低差や土地利用を地

図やまち歩きを通じて理解する学習，逃げ地図づくり学

習，津波や洪水からの避難経路を考えて発表する学習，

等がまとめられた．特に，地図の読み方を学んだり地図

を作ったりする学習，調べたりまちあるきをしたりする

地域学習が特徴的であった． 
 
クラスター分析の結果 つの大クラスター 

前節のように，収集した指導案は新学習指導要領にお

ける災害・防災学習の観点から8つのクラスターに類型化

されることが分かった．さらにこれらのクラスターを図7
のもとに考察し，3つの大クラスターに集約されると考え

た．  
1つめの大クラスターは「災害を知る」である．「クラ

スター1 自然現象の理解」，「クラスター2 地域の災

害史の理解」で構成されている．災害について，自然現

象のメカニズムや地域特性による被害様相について知識

を獲得することに視点がおかれた学習と特徴づけること

ができる． 
2つめの大クラスターは「災害に備える」である．「ク

ラスター3 災害時に顕在化する課題」，「クラスター4
災害教訓の活用」で構成されている．低頻度事象であり

直接経験が少ない災害について，過去の災害教訓によっ

て災害時に顕在化する課題を理解することで，具体的な

備えのあり方について学ぶような学習である．特に，地

域住民とのコミュニケーションによる学習や，グループ

ワークによって話し合ったり，調べたものをまとめて発

表したりする学習など，アクティブラーニングによって

具体的な方策を考えることに視点をおかれた学習に特徴

がある． 
3 つめの大クラスターは「災害に対して行動する」で

ある．「クラスター5 災害時の身の守り方」，「クラス

ター6 被害抑止の方法」，「クラスター7 被害軽減策

における共助・公助」，「クラスター8 地域の被害特性

の抽出」で構成されている．具体的に災害に備えるため

の方法として，災害時の身の守り方を訓練形式で学んだ

り，被害を発生さないようにする被害抑止，発生した被

害や影響をなるべく小さくする被害軽減について学ぶ視

点を持つ学習であることに特徴がある． 
この「知る・備える・行動する」という 3 つの視点は，

文部科学省（1998）「『生きる力』をはぐくむ防災教育

の展開」において，「地域の安全に役立つことや自然災

害のメカニズムなどの基礎的事項を理解する」（知る），

「災害時における危険を認識し，日常的な備えを行う」

（備える），「状況に応じて，的確な判断の下に，自ら

の安全を確保するための行動ができるようにする」（行

動する）という学習目標と一致している 13) ．本研究にお

けるクラスター分析によって抽出された「3 つの視点・8
つの分類」を参考にすることで，既存の指導案を新学習

指導要領の中に位置付けながら効果的に活用したり，新

学習指導要領に基づいた指導案を開発する時，これらの

視点・分類を参考にしながら効果的な指導案を開発する

ことが期待できる． 
 
 

 

 

７．結論と今後の展開 
 

指導案の分析から見た防災教育教材の現状

本研究では防災教育教材の現状を明らかにするため，

教員が作成し授業に使用する指導案に注目して資料収集

と内容分析を行った．収集した指導案の地域分布からは，

近年の巨大災害を経験した地域で防災教育教材が多く作

られていることが分かった．また，収集した指導案の

84.3%が小中学校を対象としていた．加えて，東日本大

震災直後の 2012 年度以降に，全国で防災教育教材の作成

が盛んになったことも確認された．  
収集した指導案が対象とする災害，教科，校種・学年

には偏りが見られた．対象災害の全体的な傾向としては，

地震や津波を対象とした指導案が多く気象災害を対象と

した指導案が少なかった．近年の激甚化・頻発化にも関

わらず気象災害を対象とした防災教育教材の開発はあま

り進んでいないことが明らかになった．対象とする教科

の分布には，指導案の傾向と新学習指導要領の記述の間

に相違が見られた．収集した指導案では学級活動や総合

学習を対象としたものが多かったが，新学習指導要領で

は総合学習の章に「防災」「災害」の記述はなく，最も

記述が多かったのは社会と理科であった．これらの分析

から明らかになった現状については，今後の研究課題と

して原因究明していくことも有効と考える． 
 
指導案と学習指導要領との関係性

新学習指導要領の小・中学校編から「防災」「災害」

の記述箇所を抽出し，防災教育として扱う 21 項目を整理

した結果，5 章の図 5 に示した通り，これら 21 項目と収

集した指導案の対応には偏りがあった．その特徴として，

災害によって発生する被害の要因や事前の抑止策・軽減

策，咄嗟の行動等の具体的で実践的な内容を扱った指導

案が多く，身近な地域を対象とした調査・観察や郷土理

解の学習が次に多かった．一方で，理科等の教科で災害

の現象やメカニズムを扱う学習に対応した指導案は少な

かった．その要因については，今後の研究課題と捉えた． 
 
指導案の類型化と防災教育プログラムの体系化

クラスター分析の結果から，防災教育は「知る」「備

える」「行動する」の 3 つについて実践されており，さ

らに下位概念として 8 つのクラスターがあることが分か

った．このような概念は，防災教育の現場等でも経験知

的に認知されつつある．東日本大震災で被災した宮城県

気仙沼市立階上中学校では，「知る」「備える」「行動

する」を防災教育標語に採用している（2013 年内閣府防

災教育チャレンジプラン防災大賞受賞）14)．この他，三

重県防災ガイドブック 15) や，鹿児島市における桜島大規

模噴火への行動啓発ビデオ 16) ，静岡県防災の日の標語 17) 

など，様々な防災教育や普及啓発の場面おいて活用が広

がっている．しかし使用される単語は共通しているが，

これら 3 つの概念について，必ずしも共通理解が確立さ

れているとは言えない．木村（2013）は，災害に立ち向

かい，乗り越えていくために必要な能力を「防災リテラ

シー」と定義し，その構成要素は「防災についてまなぶ

べき知識」「効果的な災害対応に必要となる技術」「災

害に対する基本能力・態度」の 3 つであるとしている 18)． 

本研究では，帰納的に全国の指導案を類型化すること

で，新学習指導要領との関係性を明らかにしていったが，

今後は，演繹的に学習指導要領をもとに指導案を体系化

していくことで，発達段階に応じた防災教育プログラム

の体系化を目指していきたい．また，防災教育プログラ

ムの活用について，教育行政と連携した教員研修等の支

援を進めていきたいと考えている． 
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災の地震火災や東日本大震災の津波火災等について知る，

家族と連絡が取れない時の対策について知る，中学生が

幼稚園児を助けて避難した事例を知る，等の災害時に顕

在化する様々な課題について分野・教科横断的に扱った

ものや，特定の課題に特化した独自の内容を扱った指導

案が含まれていた． 
クラスター 災害教訓の活用

クラスター4は「災害教訓の活用」である．新学習指導

要領における「3:地域の災害対応」，「6:復旧・復興」

について特徴的に取り上げている指導案で構成されてい

た．具体的には，避難所や防災倉庫，地域の防災に関す

る施設の見学，自治体や消防，警察，自衛隊の職員等の

災害対応経験者や，大学や気象台の専門家等ゲストティ

ーチャーによる講話，東日本大震災被災地における地域

の復興の様子を地域住民からの聞き取り等によって調べ

まとめる学習，被災経験者の災害体験を題材とした学習，

等の災害教訓を未来の防災に活かすことを目的とした学

習が多かった． 
クラスター 災害時の身の守り方

クラスター5は「災害時の身の守り方」である．新学習

指導要領における「11:身を守る行動（避難訓練）」につ

いて特徴的に取り上げている指導案で構成されていた．

具体的には，写真やイラストを使って地震時の危険を予

測する，緊急地震速報に対応して頭を覆う等の身を守る

行動をとる（シェイクアウト），大人の指示を聞いて校

庭等に避難する，津波警報に対応して校外の高台まで避

難する，着衣泳等の水慣れ体験，起震車体験，土のう作

り体験，初期消火訓練，緊急搬送や応急手当の訓練，等

の災害時に身を守るための判断力や行動力を身に付けさ

せることを目的とした学習が中心であった．また，防災

クロスロードや防災かるた等の教材を用いて楽しませる

工夫を取り入れた指導案も見られた． 
クラスター 被害抑止の方法

クラスター6は「被害抑止の方法」である．新学習指導

要領における「20:人的被害の事前事後対策」，「21:住
空間の災害対策」について特徴的に取り上げている指導

案で構成されていた．具体的には，地震災害や気象災害

に起因する家屋被害やライフライン被害による生活の困

難について知る，家具転倒防止具や非常用持ち出し袋等

の用途について知る，大雨や大雪による屋外での人的被

害発生について映像教材等によって知る，大雨や大雪時

には不要不急の外出は避けることを知る，などの災害か

らの被害をなるべく出さないようにする「被害抑止」を

学ぶ内容が多かった． 
クラスター 被害軽減策における共助・公助

クラスター7は「被害軽減策における共助・公助」であ

る．新学習指導要領における「1:地域の共助・公助」，

「20:人的被害の事前事後対策」について特徴的に取り上

げている指導案で構成されていた．具体的には，避難で

きない人間の心理や避難勧告や避難指示が発令された時

の取るべき行動についての学習，津波表示板や防災放送

による防災情報の発信と避難体制の確保についての学習，

避難所運営ゲーム（HUG）や炊き出し訓練等の避難生活

における共助についての学習等，災害によって発生した

被害や影響を，地域の共助・公助の働き等によってなる

べく小さくするための「被害軽減」を学ぶ内容が多かっ

た．なお，自治体職員や町内会の方等による講演や聞き

取り調査を行う授業形式が多かったのも特徴的であった． 
クラスター 地域の被害特性の抽出

クラスター8は「地域の被害特性の抽出」である．新学

習指導要領における「2:地域の調べ学習」，「19:人的被

害の要因理解」について特徴的に取り上げている指導案

で構成されていた．具体的には，校区や通学路の危険箇

所を調べる学習（防災まちあるき，タウンウォッチング）

や，調べたことを整理して地図にまとめる防災マップづ

くり学習，災害図上訓練（DIG）等による地域特性に応

じた被害発生を思考する学習，地図やハザードマップの

読み方を学ぶ学習，地域の土地の高低差や土地利用を地

図やまち歩きを通じて理解する学習，逃げ地図づくり学

習，津波や洪水からの避難経路を考えて発表する学習，

等がまとめられた．特に，地図の読み方を学んだり地図

を作ったりする学習，調べたりまちあるきをしたりする

地域学習が特徴的であった． 
 
クラスター分析の結果 つの大クラスター 

前節のように，収集した指導案は新学習指導要領にお

ける災害・防災学習の観点から8つのクラスターに類型化

されることが分かった．さらにこれらのクラスターを図7
のもとに考察し，3つの大クラスターに集約されると考え

た．  
1つめの大クラスターは「災害を知る」である．「クラ

スター1 自然現象の理解」，「クラスター2 地域の災

害史の理解」で構成されている．災害について，自然現

象のメカニズムや地域特性による被害様相について知識

を獲得することに視点がおかれた学習と特徴づけること

ができる． 
2つめの大クラスターは「災害に備える」である．「ク

ラスター3 災害時に顕在化する課題」，「クラスター4
災害教訓の活用」で構成されている．低頻度事象であり

直接経験が少ない災害について，過去の災害教訓によっ

て災害時に顕在化する課題を理解することで，具体的な

備えのあり方について学ぶような学習である．特に，地

域住民とのコミュニケーションによる学習や，グループ

ワークによって話し合ったり，調べたものをまとめて発

表したりする学習など，アクティブラーニングによって

具体的な方策を考えることに視点をおかれた学習に特徴

がある． 
3 つめの大クラスターは「災害に対して行動する」で

ある．「クラスター5 災害時の身の守り方」，「クラス

ター6 被害抑止の方法」，「クラスター7 被害軽減策

における共助・公助」，「クラスター8 地域の被害特性

の抽出」で構成されている．具体的に災害に備えるため

の方法として，災害時の身の守り方を訓練形式で学んだ

り，被害を発生さないようにする被害抑止，発生した被

害や影響をなるべく小さくする被害軽減について学ぶ視

点を持つ学習であることに特徴がある． 
この「知る・備える・行動する」という 3 つの視点は，

文部科学省（1998）「『生きる力』をはぐくむ防災教育

の展開」において，「地域の安全に役立つことや自然災

害のメカニズムなどの基礎的事項を理解する」（知る），

「災害時における危険を認識し，日常的な備えを行う」

（備える），「状況に応じて，的確な判断の下に，自ら

の安全を確保するための行動ができるようにする」（行

動する）という学習目標と一致している 13) ．本研究にお

けるクラスター分析によって抽出された「3 つの視点・8
つの分類」を参考にすることで，既存の指導案を新学習

指導要領の中に位置付けながら効果的に活用したり，新

学習指導要領に基づいた指導案を開発する時，これらの

視点・分類を参考にしながら効果的な指導案を開発する

ことが期待できる． 
 
 

 

 

７．結論と今後の展開 
 

指導案の分析から見た防災教育教材の現状

本研究では防災教育教材の現状を明らかにするため，

教員が作成し授業に使用する指導案に注目して資料収集

と内容分析を行った．収集した指導案の地域分布からは，

近年の巨大災害を経験した地域で防災教育教材が多く作

られていることが分かった．また，収集した指導案の

84.3%が小中学校を対象としていた．加えて，東日本大

震災直後の 2012 年度以降に，全国で防災教育教材の作成

が盛んになったことも確認された．  
収集した指導案が対象とする災害，教科，校種・学年

には偏りが見られた．対象災害の全体的な傾向としては，

地震や津波を対象とした指導案が多く気象災害を対象と

した指導案が少なかった．近年の激甚化・頻発化にも関

わらず気象災害を対象とした防災教育教材の開発はあま

り進んでいないことが明らかになった．対象とする教科

の分布には，指導案の傾向と新学習指導要領の記述の間

に相違が見られた．収集した指導案では学級活動や総合

学習を対象としたものが多かったが，新学習指導要領で

は総合学習の章に「防災」「災害」の記述はなく，最も

記述が多かったのは社会と理科であった．これらの分析

から明らかになった現状については，今後の研究課題と

して原因究明していくことも有効と考える． 
 
指導案と学習指導要領との関係性

新学習指導要領の小・中学校編から「防災」「災害」

の記述箇所を抽出し，防災教育として扱う 21 項目を整理

した結果，5 章の図 5 に示した通り，これら 21 項目と収

集した指導案の対応には偏りがあった．その特徴として，

災害によって発生する被害の要因や事前の抑止策・軽減

策，咄嗟の行動等の具体的で実践的な内容を扱った指導

案が多く，身近な地域を対象とした調査・観察や郷土理

解の学習が次に多かった．一方で，理科等の教科で災害

の現象やメカニズムを扱う学習に対応した指導案は少な

かった．その要因については，今後の研究課題と捉えた． 
 
指導案の類型化と防災教育プログラムの体系化

クラスター分析の結果から，防災教育は「知る」「備

える」「行動する」の 3 つについて実践されており，さ

らに下位概念として 8 つのクラスターがあることが分か

った．このような概念は，防災教育の現場等でも経験知

的に認知されつつある．東日本大震災で被災した宮城県

気仙沼市立階上中学校では，「知る」「備える」「行動

する」を防災教育標語に採用している（2013 年内閣府防

災教育チャレンジプラン防災大賞受賞）14)．この他，三

重県防災ガイドブック 15) や，鹿児島市における桜島大規

模噴火への行動啓発ビデオ 16) ，静岡県防災の日の標語 17) 

など，様々な防災教育や普及啓発の場面おいて活用が広

がっている．しかし使用される単語は共通しているが，

これら 3 つの概念について，必ずしも共通理解が確立さ

れているとは言えない．木村（2013）は，災害に立ち向

かい，乗り越えていくために必要な能力を「防災リテラ

シー」と定義し，その構成要素は「防災についてまなぶ

べき知識」「効果的な災害対応に必要となる技術」「災

害に対する基本能力・態度」の 3 つであるとしている 18)． 

本研究では，帰納的に全国の指導案を類型化すること

で，新学習指導要領との関係性を明らかにしていったが，

今後は，演繹的に学習指導要領をもとに指導案を体系化

していくことで，発達段階に応じた防災教育プログラム

の体系化を目指していきたい．また，防災教育プログラ

ムの活用について，教育行政と連携した教員研修等の支

援を進めていきたいと考えている． 
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被災子育てケア労働軽減のための支援枠組みの検討 
―平成30年7月豪雨災害における岡山県倉敷市真備町の事例分析より― 

 
  Supporting Framework for Reducing The Child-rear Care Labor of Disaster Affected 

Family 
―The Case of Heavy Rain Disaster of July 2018 in Mabi-cho, Kurashiki City, Okayama 
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This study tries to analyze the reatlity of child-rear care labor of disaster affected families based on the case study 
of Mabi-cho, Kurashiki City, Okayama Prefecture, Japan, which was severely damaged by the heavy rain disaster of  
July 2018. The study analyzed child-rear care labor focusing on work flexibility and family structure, and revealed that 
both work flexibility and family structure affected child-reare care labor.  Then it discussed necessity of supporting 
framework to reduce labor burden through self-support, community support and  public support. 
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１．はじめに 
 

平時から子育てという「ケア労働」を抱えている子育

て世代は，災害により被災すると，被災に起因する労働

を重ねて抱えることが推察される．しかしながら，そう

した子育て世代が抱える労働の内容や，求められる支援

の枠組みは明らかにされていない．そこで，本研究では，

自然災害で被災した子育て世代（被災子育て世代）が抱

える課題の構造について，個々の被災子育て世代が抱え

る労働負担の程度に違いがみられるのは，就業の自由度

や家族構成が影響を及ぼしていることによると仮定し，

それらの属性に着目して，平成 30 年 7 月豪雨で甚大な被

害を受けた岡山県倉敷市真備町の事例分析を行い，その

うえで必要な支援の枠組みを検討することを目的とする．  
真備町は，倉敷市の北西，総社市の南西に位置してい

る．人口は 22,760 人（平成 30 年），面積は 44.19 ㎢（令

和元年 10 月１日時点）である．2005 年（平成 17 年）に

旧浅口郡船穂町とともに，倉敷市に編入された 1)．町の

東を一級河川の高梁川が，町の東西を高梁川水系の小田

川が流れている． 

  真備町では，平成 30 年 7 月豪雨により小田川とその支

流の堤防が決壊し，約1,200ヘクタールが３日間にわたり

浸水し多くの住家被害が生じた 2)．本研究の対象は，小

田川の北に位置し，地区の南側が浸水被害を受けた真備

町岡田地区（図 1 のとおり）である．同地区には指定避

難所の岡田小学校があったが，他地区からの避難者を含

め一時2,000人あまりの避難者があり，真備町での最大の

避難所となった 3)．被災を免れた隣接する岡田幼稚園で

は，保護者からの強い要望を受け，7 月 12 日から子ども

の緊急的な一時預かり支援が実施されていた 4)．本研究

では，このような支援が必要とされた実態に着目し，同

地区住民を対象により詳細な分析を試みることとした． 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 平成 30 年 7 月豪雨の浸水想定範囲と岡田地区(１) 

 

本研究では，自然災害による被害を受けた地域に在住

しており，かつ子育て中であった世代群を「被災子育て

岡田地区 
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